
2022 年度博士論文（要旨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校生を対象とした 

認知行動療法に基づく集団ストレスマネジメントの効果の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

桜美林大学大学院 国際学研究科 国際人文社会科学専攻 

 

杉山 智風 

 

 

 

  



i 

 

目次 

第１章 序論 

1.1 予防を目的とした介入効果の実証について現状と課題 

1.2 認知行動療法と，学校現場におけるストレスマネジメント 

1.3 本博士論文の目的と構成 

 

第２章 研究１：高校生を対象とした認知行動療法に基づくストレスマネジメントのプロ

セス変数の検討 

2.1 問題と目的 

2.2 方法 

2.2.1 検索方法 

2.2.2 分析方法 

2.3 結果 

 2.3.1 抽出された論文 

 2.3.2 アウトカム変数とプロセス変数の設定の有無 

 2.3.3 アウトカム変数の内容とその指標 

 2.3.4 プロセス変数の内容とその指標 

 2.3.5 各アウトカム変数の効果サイズ 

2.4 考察 

 

第３章 研究２：高校生の抑うつと被援助志向性および活性化／回避との関連の検討 

3.1 問題と目的 

3.2 方法 

3.2.1 対象者 

3.2.2 調査材料 

3.2.3 分析方法 

3.2.4 倫理的配慮 

3.3 結果 

3.4 考察 

 

第４章 研究３：被援助志向性に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討 

4.1 問題と目的 

4.2 方法 

4.2.1 対象者 

4.2.2 介入内容 

4.2.3 調査材料 

4.2.4 分析方法 

4.2.5 倫理的配慮 

4.3 結果 

4.4 考察 



ii 

 

 

第５章 研究４：活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討 

5.1 問題と目的 

5.2 方法 

5.2.1 対象者 

5.2.2 介入内容 

5.2.3 調査材料 

5.2.4 分析方法 

5.2.5 倫理的配慮 

5.3 結果 

5.4 考察 

 

第６章 研究５：被援助志向性および活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメント

の有効性の検討 

6.1 問題と目的 

6.2 方法 

6.2.1 対象者 

6.2.2 介入内容 

6.2.3 調査材料 

6.2.4 分析方法 

6.2.5 倫理的配慮 

6.3 結果 

6.4 考察 

 

第７章 総合考察 

 

引用文献 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１ 

第１章 序論 

1.1 予防を目的とした介入効果の実証について現状と課題  

高校生のメンタルヘルスの問題に対する早期発見および早期対応のための具体的支援

の確立は，喫緊の課題といえる。このような現状を鑑み，学校現場における予防的取り組

みの重要性が注目されている。しかしながら，どのような手続きを用いて，どのような基

準に基づき「予防的効果」を評価するのか，といった点は十分に議論されてこなかった。 

序論では，予防を目的とした心理的支援の実態を把握することを目的として，本邦にお

ける予防的取り組みについて，学校現場に限定せず概観を行った。その結果，心理臨床領

域の「予防」に関する介入実践研究において，予防的効果の有効性を示す基準や根拠は，

必ずしも一定ではないという課題が挙げられた。心理臨床領域における予防研究について

は，数ヶ月から約１年程度といった期間の中で測定が行われていたことや，（小関・小関・

中村，2016；小関・大谷・小関・伊藤，2014；倉掛・山崎，2006 など），介入前後にかけ

てのアウトカム変数の変化量のみを用いて，有効性について検討されることも少なくない

ことが示唆された（石川・戸ヶ﨑・佐藤・佐藤，2010；及川・坂本，2007 など）。 

しかしながら，比較的短い研究期間のなかでプロセス変数の効果的な変容に注目し，有

効性を実証的できれば，疾患や問題を予測する要因に対して，早い段階でのアプローチを

行うことが可能になると期待される。このような課題に対して，米国医学研究所は，精神

疾患の予防的介入において，発症に関連するリスクファクターの特定や，リスクファクター

同士の関連の検討，リスクを軽減させるための予防法の開発の必要性を指摘している

（Mrazek & Haggerty, 1994）。先述した臨床心理学的支援における「予防」に関する研究

の現状と課題を踏まえると，疾患や問題につながる媒介要因を，あらかじめ調査研究など

によって明らかにし，プロセス変数として位置付けて効果的な変容が確認されれば，予防

的効果の実証性と再現性の向上につながると考えられる。 

 

1.2 認知行動療法と，学校現場におけるストレスマネジメント 

認知行動療法の観点に基づく，学校現場におけるストレスマネジメントは一定の有効性

が示されている（Hampel, Meier, & Kümmel, 2008；Kambara & Kira, 2021；森田・野

中・尾棹・嶋田，2015）。学校現場で実践されている，認知行動療法に基づくストレスマネ

ジメントは，ストレスモデル（Lazarus & Folkman, 1984）を念頭に置き，認知的，行動

的，情動的コーピングを対処スキルとして学習させる志向性をもち，児童生徒のさまざま

な問題に対して，予防的に働きかけるといった特徴がある（嶋田・五十川，2012）。すなわ

ち，高校生の「認知的評価」や「対処行動」に相当する，介入によって操作可能な変数を

プロセス変数として位置づけ，効果的な変容を確認することで，予防的効果の実証が可能

となることが期待される。 

 

1.3 本博士論文の目的と構成 

以上の観点を踏まえ，本博士論文では，高校生の抑うつに影響を及ぼす心理的変数をプ

ロセス変数として位置づけ，その効果的な変容を確認することで，高校生を対象としたス

トレスマネジメントの抑うつ予防効果について検討することを目的とした。本博士論文の

構成を，Figure１に示す。 
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第２章 研究１：高校生を対象とした認知行動療法に基づくストレスマネジメントのプロ

セス変数の検討 

2.1 問題と目的 

研究１では，これまでに実践されてきた，高校生を対象とした認知行動療法に基づくス

トレスマネジメントに関する介入研究を対象としてレビューを行うことを通して，プロセ

ス変数を抽出することを目的とした。なお，本研究では，高校生を対象としたストレスマ

ネジメントの実践報告が少ないという指摘を踏まえ（森田他，2015），アウトカム変数を抑

うつに限定せず，PTSD 症状やストレス反応など，精神的健康や心理的適応状態と関連性

のある心理的変数を対象とすることとした。 

 

2.2 方法 

2.2.1  検索方法 

論文データサービス CiNii および Google Scholar を用いた検索を実施した。さらに，

抽出された論文において引用されている論文と著者を対象として収集を行った。  

2.2.2 分析方法 

介入前後のアウトカム変数を測定する尺度の平均値と標準偏差に基づき，効果量として

Hedges’ g を算出した。 

メタ分析では，アウトカム変数を抑うつ，PTSD 症状，ストレス反応の３つのカテゴリー

に分類したうえで，各論文に記載されていた平均値と標準偏差，Ｎ数を基に算出した。 

 

 

 

高校生を対象としたストレスマネジメントにおける，
プロセス変数の効果的な変容に着目した，抑うつの予防的効果の検討

研究４：活性化／回避に焦点を当てた
ストレスマネジメントの有効性の検討（介入）

研究３：被援助志向性に焦点を当てた
ストレスマネジメントの有効性の検討（介入）

Figure 1 本博士論文の目的と構成

研究１：高校生を対象とした認知行動療法に基づくストレスマネジメントのプロセス変数の検討（展望）

研究２：高校生の抑うつに影響を及ぼす認知行動的変数の検討（調査）

総合考察

研究５：被援助志向性および活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討（介入）
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2.3 結果 

2.3.1 抽出された論文 

 17 本の論文が抽出された。抽出された論文のうち，15 本は日本語，２本は英語で公刊

されたものであった。 

2.3.2 アウトカム変数とプロセス変数の設定の有無 

 抽出された論文のうち，アウトカム変数とプロセス変数の両方を測定している論文は９

本，アウトカム変数のみを設定している論文は１本，プロセス変数のみを設定している論

文は７本であった。 

2.3.3 アウトカム変数の内容とその指標 

 抽出された論文において設定されたアウトカム変数として，抑うつが５本，ストレス反

応が３本，PTSD 症状が３本，状態不安が１本，学校享受感が１本，主観的適応感が１本

であった。なお，複数のアウトカム変数を設定している論文は重複して集計した。  

2.3.4 プロセス変数の内容とその指標 

 抽出された論文において設定されていたプロセス変数を，Lazarus & Folkman（1984）

のストレスモデルに基づき，“認知的変数”と“行動的変数”に分類を行った。 

その結果，認知的変数として，正負感情，自動思考，PTSD 症状に対する否定的認知，

認知的評価，外傷体験後の成長，マインドフルネス，評価懸念，レジリエンス，ストレス

マネジメント自己効力感，被援助志向性，自尊心，共感性感情反応が抽出された。 

行動的変数として，コーピング，活性化／回避，攻撃行動，ソーシャルスキルが抽出さ

れた。 

2.3.5 各アウトカム変数の効果サイズ 

 17 本の論文のうち，メタ分析に必要な記述統計量が記載されていた論文を対象に，抑う

つ，PTSD 症状，ストレス反応をそれぞれ従属変数としたメタ分析を行った。その結果，

抑うつが g = -0.14，ストレス反応が g = -0.05，PTSD 症状が g = -0.17 と，いずれも介入

の有効性を示すのに十分な効果量は認められなかった。 

 

2.4 考察 

プロセス変数としては，認知的な変数として被援助志向性に，行動的な変数として活性

化／回避に焦点を当てたストレスマネジメントを実施することが，学校生活における着目

のしやすさ，介入における操作のしやすさ，高校生という段階を考慮したうえでの取り組

みやすさという点で有用である可能性が考えられた。  

本研究で示された効果量について，ストレスマネジメントの目的が予防であることを鑑

みると，抑うつやストレス反応といった指標そのものを変化させることが目的ではないこ

とが影響した可能性が考えられる。 

 

第３章 研究２：高校生の抑うつと被援助志向性および活性化／回避との関連の検討 

3.1 問題と目的 

 研究２では，ストレッサーの経験の頻度，被援助志向性，活性化／回避，抑うつを同時

期に測定し，高校生の抑うつに及ぼす影響性を明らかにすることを目的とする。その際，

ストレスマネジメントモデル（嶋田，1998）に準拠し，被援助志向性を認知的変数，活性
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化／回避を行動的変数と位置付け，順序性を仮定した。 

 

3.2 方法 

3.2.1 対象者 

 私立高校１年生 253 名（平均年齢 15.17 歳，SD = 0.38）を対象とした。 

3.2.2 調査材料 

①ストレッサー：高校生用ストレッサー認知尺度 （菅・上地, 1996）を使用した。 

②被援助に対する肯定的態度と懸念・抵抗感：友人に対する被援助志向性尺度（本田・

新井・石隈，2011）を用いた。下位尺度は，「被援助に対する肯定的態度」と「被援助に対

する懸念や抵抗感の低さ」によって構成されている。  

③活性化および回避： Behavioral Activation for Depression Scale - Short Form；

BADS-SF の日本語版（山本・首藤・坂井，2015）を用いた。下位尺度は，「活性化」と「回

避」によって構成されている。 

④抑うつ：Center Epidemiologic Studies Depression Scale；CES-D の日本語版（島・

鹿野・北村・浅井，1985）を用いた。 

3.2.3 分析方法 

 ストレッサーの経験の頻度から，被援助に対する肯定的態度，被援助に対する懸念・抵

抗感，活性化，回避が抑うつに及ぼす間接的および直接的な影響を検討するため，共分散

構造分析を実施した。 

3.2.4 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 21007）。 

 

3.3 結果 

 分析結果を Figure3-1 に示す。モデル適合度は，χ2 (df = 4) = 6.91 (p = .14), AIC = 52.91, 

CFI = 0.99, RMSEA = 0.05 であり，十分にデータに適合したモデルであると判断した。 

 

 

ストレッサー

被援助に対する
懸念・抵抗感

被援助に対する
肯定的態度

活性化

回避

抑うつ

e

e

e

e

e

.23***

.32***

.15*

-.03

-.15*

.54***

.26***

-.21***

.11*

-.13**

.44***
注）パスの値は標準化係数を表す。***p<.001, **p<.01, *p<.05

Figure3-1 被援助志向性と活性化／回避が抑うつに及ぼす影響
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3.4 考察 

本研究の結果から，ストレッサーの経験の頻度は，「被援助に対する肯定的態度」に正の

影響を及ぼし，「活性化」を媒介して，抑うつに負の影響を及ぼすことが示された。また，

ストレッサーの経験の頻度は，「被援助に対する懸念・抵抗感」に正の影響を及ぼし，「回

避」を媒介して，抑うつに正の影響を及ぼすことが示された。また，「被援助に対する肯定

的態度」と「被援助に対する懸念・抵抗感」は，直接的に抑うつに影響を及ぼすことが示

された。以上のことから，高校生の抑うつ予防を目的としたストレスマネジメントにおい

て，プロセス変数として被援助志向性および活性化／回避に着目することで，抑うつの予

防的効果の実証が期待できることが示唆された。 

 

第４章 研究３：被援助志向性に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討 

4.1 問題と目的 

 援助要請に関する心理教育を実施し，被援助志向性をプロセス変数として位置づけ，被

援助に対する肯定的態度の向上と被援助に対する懸念・抵抗感の減少といった効果的な変

容によって，抑うつの予防的効果を検討することを目的とした。 

 

4.2 方法 

4.2.1 対象者 

 私立高校２年生８クラス 268 名（平均 16.14 歳，SD = 0.38）を対象とした。 

4.2.2 介入内容 

保健体育の授業枠１回 50 分で，援助要請に関する心理教育を実施した。援助要請に関

する心理教育の内容に関しては，高校生を対象とし，認知に焦点を当てたストレスマネジ

メントプログラムを紹介している，嶋田・坂井・菅野・山﨑 （2010）を参考とした。具体

的には，Ellis の論理情動療法に基づく「出来事―認知―感情」の関連に関する説明を踏ま

え，困ったときや悩んだときに，自分だけで対処するのではなく，友人や周囲の大人に援

助を求めることをレパートリーに含めることを促した。友人や周囲の大人に援助要請を出

しにくい場合には，自分の認知を振り返ってみて，自分の気持ちが楽になる認知について

も検討してみることをワークによって促した。 

4.2.3 調査材料 

①被援助に対する肯定的態度と懸念・抵抗感：友人に対する被援助志向性尺度（本田他，

2011）を用いた。 

②抑うつ：Center Epidemiologic Studies Depression Scale；CES-D の日本語版（島・

鹿野・北村・浅井，1985）を用いた。16 点がカットオフポイントとされ，それ以上の場合

にはうつ病の発症リスクが高いとされる。 

4.2.4 分析方法 

抑うつの指標である CES-D のカットオフ値 16 点以上を抑うつ高群，それ以外の者を抑

うつ低群とした。そのうえで，介入効果を検討するため，時期（Pre，Post），群（抑うつ

高群，抑うつ低群），介入時期（time1, time2）を固定効果，個人とクラスを変量効果とし

た線形混合モデルを実施した。 
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また，線形混合モデルの推定周辺平均を用いて，Pre 時点を基準とした Post 時点の効果

量（Hedges’ g）と 95%信頼区間を算出した。 

4.2.5 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 19077）。 

 

4.3 結果 

 分析対象者は，238 名（抑うつ高群 94 名，抑うつ低群 144 名；介入+待機群 109 名，待

機+介入群 129 名）であった。記述統計量を Table4-1，線形混合モデルの結果を Table4-

2，効果量を Table4-3 に示す。 

 

 

 

 

 

Pre Post Pre Post Pre Post

M M M M M M

SD SD SD SD SD SD

(95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl)

被援助志向性

肯定的態度 4-24 12.16 12.51 12.91 13.86 11.42 11.16

0.39 0.39 0.61 0.61 0.49 0.49

(11.40 to 12.93) (11.74 to 13.28) (11.71 to 14.10) (12.66 to 15.07) (10.46 to 12.38) (10.20 to 12.12)

懸念・抵抗感 4-28 10.49 10.85 11.26 13.23 9.72 8.48

0.32 0.32 0.50 0.50 0.40 0.40

(9.87 to 11.12) (10.22 to 11.48) (10.28 to 12.24) (12.25 to 14.21) (8.94 to 10.51) (7.69 to 9.27)

CES-D

抑うつ 0-60 18.55 17.61 27.58 24.23 9.53 11.00

0.52 0.52 0.81 0.82 0.65 0.65

(17.54 to 19.57) (16.59 to 18.64) (25.99 to 29.16) (22.62 to 25.83) (8.26 to 10.81) (9.72 to 12.28)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群，肯定的態度＝被援助に対する肯定的態度，懸念・抵抗感＝被援助に対する懸念・抵抗感

Table 4-1

得点
範囲

全体(N =238) 高群(N =94) 低群(N =144)

各尺度得点の記述統計量

F値 p値 多重比較 F値 p値 多重比較 F値 p値 単純主効果の検定

被援助志向性

肯定的態度 0.42 0.52 - 13.77 0.00 高群＞低群 1.27 0.26 -

懸念・抵抗感 0.66 0.42 - 47.07 0.00 高群＞低群 13.07 0.00 高群：pre<post*

低群：pre>post**

CES-D

抑うつ 3.57 0.06 pre>post 293.02 0.00 高群＞低群 23.45 0.00 高群：pre>post***

低群：pre<post**

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群，肯定的態度＝被援助に対する肯定的態度，懸念・抵抗感＝被援助に対する懸念・抵抗感

***p <.001, **p <01, *p <.05

時期 群 時期×群

線形混合モデルの結果

Table 4-2
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4.4 考察 

 本研究で実施した援助要請に関する心理教育では，抑うつ低群においては被援助に対す

る懸念・抵抗感の効果的な変容が確認され，抑うつに対する予防的効果が示唆された。し

かしながら，抑うつ高群においては被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容が示され

なかったことや，抑うつ低群は介入前後にかけて抑うつが増加していたことから，介入内

容の問題点や今後の課題が明らかとなった。 

 

第５章 研究４：活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメントの有効性の検討 

5.1 問題と目的 

問題解決訓練によって問題解決スキルを習得することで，ストレッサーに対する対処行

動が促進され，その行動に強化子が随伴することによって，活性化の増加と回避の減少と

いった効果的な変容が生じ，抑うつ低減効果が期待できると考えた。 

そこで研究４では，問題解決訓練を実施し，活性化／回避をプロセス変数と位置づけ，

その効果的な変容をもって抑うつの予防的効果を検討することを目的とした。 

 

5.2 方法 

5.2.1 対象者 

私立高校１年生７クラス 253 名（平均 15.30 歳，SD = 0.46）を対象とした。 

5.2.2 介入内容 

 介入は，保健体育の授業枠１回 50 分で実施された。問題解決訓練の手続きは，高橋・小

関・嶋田（2010）を参考とした。 

5.2.3 調査材料 

①活性化および回避：Behavioral Activation for Depression Scale - Short Form；BADS-

SF の日本語版（山本他，2015）を用いた。 

②抑うつ： Center Epidemiologic Studies Depression Scale；CES-D の日本語版（島・

鹿野・北村・浅井，1985）を用いた。16 点がカットオフポイントとされ，それ以上の場合

にはうつ病の発症リスクが高いとされる。 

全体 高群 低群

被援助志向性

肯定的態度 0.89 1.56 -0.53

(0.70 to 1.08) (1.23 to 1.89) (-0.76 to -0.29)

懸念・抵抗感 1.13 3.94 -3.11

(0.93 to 1.32) (3.45 to 4.43) (-3.45 to -2.76)

CES-D -1.81 -4.11 2.26

抑うつ (-2.02 to -1.59) (-4.61 to -3.60) (1.96 to 2.55)

Hedge's g

(95% Cl)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群，肯定的態度＝被援助に対する肯定的態度，
　　懸念・抵抗感＝被援助に対する懸念・抵抗感

Pre時点を基準としたPost時点の効果量

Table 4-3



 

８ 

5.2.4 分析方法 

抑うつの指標である CES-D のカットオフ値 16 点以上を抑うつ高群，それ以外の者を抑

うつ低群とした。そのうえで，介入効果を検討するため，時期（Pre，Post），群（抑うつ

高群，抑うつ低群）を固定効果，個人とクラスを変量効果とした線形混合モデルを実施し

た。 

また，線形混合モデルの推定周辺平均を用いて，Pre 時点を基準とした Post 時点の効果

量（Hedges’ g）と 95%信頼区間を算出した。 

5.2.5 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 18028）。 

 

5.3 結果 

分析対象者は，215 名（抑うつ高群 134 名，抑うつ低群 81 名）であった。各尺度得点

の記述統計量を Table5-1，線形混合モデルの結果を Table5-2，効果量を Table5-3 に示す。 

 

 

 

 

Pre Post Pre Post Pre Post

M M M M M M

SD SD SD SD SD SD

(95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl)

BADS-SF

活性化 0-30 9.83 9.21 8.58 8.66 11.08 9.77

0.47 0.48 0.75 0.75 0.58 0.59

(8.90 to 10.77) (8.27 to 10.16) (7.11 to 10.05) (7.18 to 10.14) (9.94 to 12.23) (8.60 to 10.93)

回避 0-18 4.40 4.32 5.88 5.74 2.92 2.89

0.25 0.25 0.39 0.39 0.30 0.31

(3.91 to 4.88) (3.83 to 4.80) (5.11 to 6.65) (4.97 to 6.51) (2.32 to 3.52) (2.29 to 3.49)

CES-D

抑うつ 0-60 17.06 16.33 25.56 21.93 8.57 10.73

0.49 0.50 0.78 0.80 0.60 0.61

(16.09 to 18.03) (15.34 to 17.32) (24.03 to 27.08) (20.35 to 23.50) (7.38 to 9.75) (9.54 to 11.93)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

Table 5-1

全体（N  = 215） 高群（N  = 134） 低群（N  = 81）

得点範囲

各尺度得点の記述統計量

F値 p値 多重比較 F値 p値 多重比較 F値 p値 単純主効果の検定

BADS-SF

活性化 1.69 0.19 - 4.76 0.03 高群＜低群 2.15 0.14 -

回避 0.08 0.78 - 51.05 0.00 高群＞低群 0.04 0.85 -

CES-D

抑うつ 2.06 0.15 - 272.82 0.00 高群＞低群 32.28 0.00 高群：pre>post***

低群：pre<post***

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

***p <.001, **p <01, *p <.05

群時期 時期×群

線形混合モデルの結果

Table 5-2
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5.4 考察 

 本研究の結果から，活性化／回避の効果的な変容に関する統計的有意差は認められな

かった一方，対象者全体と抑うつ高群の回避において，小程度の負の効果量が示された。

このことから，本研究における問題解決訓練の実施が，回避の効果的な変容をもたらし，

抑うつの予防的効果を有する可能性が考えられた。  

 

第６章 研究５：被援助志向性および活性化／回避に焦点を当てたストレスマネジメント

の有効性の検討 

6.1 問題と目的 

 研究３および研究４において，被援助志向性を機能的に変容させるための心理教育と，

活性化／回避に焦点を当てた問題解決訓練を行い，抑うつの予防的効果や介入内容の問題

点，工夫などが示唆された。そこで本研究では，援助要請に関する心理教育と問題解決訓

練の併用による介入を実施し，被援助志向性および活性化／回避の効果的な変容による予

防的効果を検討することとした。 

 

6.2 方法 

6.2.1 対象者 

 定時制高校に通う生徒 197 名（平均 16.74 歳，SD = 1.51 歳）を対象とした。 

6.2.2 介入内容 

保健体育の授業枠１回 90 分（うち，質問紙調査実施 30 分，介入授業 60 分）で，援助

要請に関する心理教育と問題解決訓練を実施した。援助要請に関する心理教育の内容に関

しては，研究３と同様，高校生を対象とし，認知に焦点を当てたストレスマネジメントプ

ログラムを紹介している，嶋田他（2010）を参考とした。問題解決訓練については，研究

４と同様，高橋他（2010）の手続きを参考とした。 

6.2.3 調査材料 

①被援助に対する肯定的態度と懸念・抵抗感：友人に対する被援助志向性尺度（本田他，

全体 高群 低群

BADS-SF

活性化 -1.29 0.11 -2.23

(-1.50 to -1.08) (-0.20 to 0.41) (-2.53 to -1.92)

回避 -0.33 -0.35 -0.09

(-0.52 to -0.14) (-0.66 to -0.04) (-0.33 to 0.15)

CES-D

抑うつ -1.47 -4.59 3.56

(-1.68 to -1.26) (-5.18 to -3.99) (3.18 to 3.95)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

Hedge's g

(95% Cl)

Pre時点を基準としたPost時点の効果量

Table 5-3
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2011）を用いた。 

②活性化および回避： Behavioral Activation for Depression Scale - Short Form；

BADS-SF の日本語版（山本他，2015）を用いた。 

③抑うつ：Center Epidemiologic Studies Depression Scale；CES-D の日本語版（島・

鹿野・北村・浅井，1985）を用いた。16 点がカットオフポイントとされ，それ以上の場合

にはうつ病の発症リスクが高いとされる。 

6.2.4 分析方法 

抑うつの指標である CES-D のカットオフ値 16 点以上を抑うつ高群，それ以外の者を抑

うつ低群とした。そのうえで，介入効果を検討するため，時期（Pre，Post），群（抑うつ

高群，抑うつ低群）を固定効果，個人とクラスを変量効果とした線形混合モデルを実施し

た。 

また，線形混合モデルの推定周辺平均を用いて，Pre 時点を基準とした Post 時点の効果

量（Hedges’ g）と 95%信頼区間を算出した。 

6.2.5 倫理的配慮 

本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得て実施された（承認番号 19056）。 

 

6.3 結果 

 分析対象者は，154 名（抑うつ高群 97 名，抑うつ低群 57 名）であった。各尺度得点の

記述統計量を Table6-1，線形混合モデル Table6-2，効果量を Table6-3 に示す。 

 

 

Pre Post Pre Post Pre Post

M M M M M M

SD SD SD SD SD SD

(95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl) (95% Cl)

被援助志向性

肯定的態度 4-24 14.27 13.80 13.97 13.46 14.58 14.13

0.42 0.43 0.52 0.52 0.52 0.52

(13.44 to 15.11) (12.95 to 14.64) (12.95 to 14.99) (12.44 to 14.48) (13.25 to 15.91) (12.79 to 15.48)

懸念・抵抗感 4-28 11.64 11.10 14.33 13.56 8.95 8.64

0.37 0.37 0.45 0.45 0.59 0.59

(10.91 to 12.37) (10.36 to 11.84) (13.44 to 15.22) (12.66 to 14.45) (7.78 to 10.11) (7.47 to 9.81)

BADS-SF

活性化 0-30 13.06 11.03 10.22 8.95 15.91 13.11

0.49 0.49 0.59 0.60 0.77 0.77

(12.11 to 14.02) (10.07 to 11.99) (9.05 to 11.38) (7.78 to 10.13) (14.39 to 17.44) (11.58 to 14.63)

回避 0-18 7.05 6.88 9.33 8.78 4.77 4.98

0.35 0.35 0.42 0.42 0.55 0.55

(6.36 to 7.74) (6.19 to 7.57) (8.49 to 10.17) (7.94 to 9.62) (3.68 to 5.86) (3.89 to 6.07)

CES-D

抑うつ 0-60 18.06 16.85 27.34 25.39 8.77 8.32

0.65 0.65 0.79 0.79 1.02 1.03

(16.78 to 19.33) (15.58 to 18.13) (25.79 to 28.89) (23.83 to 26.95) (6.75 to 10.79) (6.29 to 10.35)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

Table 6-1

得点範囲

全体（N  = 154） 高群（N  = 97） 低群（N  = 57）

各尺度得点の記述統計量
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6.4 考察 

 本研究の目的は，援助要請に関する心理教育と問題解決訓練の併用による介入を実施し，

被援助志向性および活性化／回避の効果的な変容による，抑うつの予防的効果を検討する

ことであった。本研究の結果から，被援助に対する懸念・抵抗感の減少が時期の主効果に

よって示された。また，抑うつ高群において，回避の減少傾向が示された。したがって，

本研究で実施した援助要請に関する心理教育と問題解決訓練の併用による介入プログラム

は，対象者全体に被援助に対する懸念・抵抗感の効果的な変容と，抑うつ高群において回

避の効果的な変容をもたらしたことが示唆された。 

 

F値 p値 多重比較 F値 p値 多重比較 F値 p値 単純主効果の検定

被援助志向性

肯定的態度 2.63 0.11 - 0.64 0.42 - 0.01 0.92 -

懸念・抵抗感 12.21 0.00 pre>post 50.10 0.00 高群>低群 2.28 0.13 -

BADS-SF

活性化 41.49 0.00 pre>post 28.58 0.00 高群<低群 5.97 0.02 高群: pre>post**

低群: pre>post***

回避 0.59 0.44 - 39.98 0.00 高群>低群 2.99 0.09 高群: pre>post
†

CES-D

抑うつ 15.24 0.00 pre>post 201.08 0.00 高群>低群 5.97 0.02 高群: pre>post***

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

***p <.001, **p <.01, 
†

p <.10

時期 群 時期×群

線形混合モデルの結果

Table 6-2

全体 高群 低群

被援助志向性

肯定的態度 -1.13 -0.98 -0.65

(-1.37 to -0.89) (-1.28 to -0.68) (-1.03 to -0.28)

懸念・抵抗感 -1.45 -1.70 -0.52

(-1.70 to -1.19) (-2.03 to -1.37) (-0.89 to -0.14)

BADS-SF

活性化 -4.17 -2.12 -3.61

(-4.57 to -3.77) (-2.47 to -1.77) (-4.21 to -3.01)

回避 -0.48 -1.29 0.38

(-0.71 to -0.26) (-1.60 to -0.98) (0.01 to 0.75)

CES-D -1.85 -2.47 -0.44

抑うつ (-2.12 to -1.59) (-2.85 to -2.1) (-0.81 to -0.06)

注）高群＝抑うつ高群，低群＝抑うつ低群

Hedge's g

(95% Cl)

Pre時点を基準としたPost時点の効果量

Table 6-3
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第７章 総合考察 

本博士論文では，これまでの高校生を対象としたストレスマネジメントの実践を整理す

るなかで，多くの高校生に共通して抑うつに影響を及ぼす要因であり，介入によって操作

可能なプロセス変数であることが示唆された，認知的変数である被援助志向性と，行動的

変数である活性化／回避をプロセス変数として着目した。被援助志向性および活性化／回

避が，抑うつに及ぼす影響性を調査研究で明らかにし，さらに，学校現場で実施しやすい

１回のみの介入においても予防的効果を実証したことに意義があると考えられる。  

 高校生を対象とした認知行動療法に基づくストレスマネジメントは，生徒が現在抱えて

いる心理的不適応や問題行動の改善のみならず，生徒自身がストレスに効果的に対処する

ための認知あるいは行動を身に付けることで，将来にわたってうつ病をはじめとした精神

疾患の予防に寄与することが期待される。さらに，本章では，本博士論文で示唆された予

防的効果，RE-AIM モデル（Glasgow, Vogt, & Boles, 1999）の５つの観点に基づく結果の

一般化可能性，ストレスマネジメントの普及のための工夫，今後の課題などについて総合

考察を行った。 
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